
【資料1】昭和30年を基鞘撃とした地イ芯（イ主宅地〉 とGD P萄夢の剖垂移  

40  45  50  55 56 57 58 59 60 6162 63 元 2 3 4 5 6  

資料：「長期湖及推計周民経済計芥報告 一昭和6時基準－」、「平成2年別電改訂 国民経済計算報告J、咽民経済計算年報（平成8年版）」、    rl 
四判澗用厨弼専脚饉鞄（いずれも批画同、「市椎地価棍旨致」伽泊木不動産耶狩河、「勤労紹ナ粥致」併勧説、  

「消黙着物価指数年報J（比坊庁）  
注：市椙地価格指数は昭和30年3月を‖川とし各年3月の前年同期比の変動率から罪定した  

市椙地構格相場は住宅地  
消興着物価指数は金田の畑儒家賃を除く総合指数  
名目賃金指数はサービス薬を除く調査業計であり概数  
平成8年の名目GDP、名8賃金招致、消躇着物附旨故については、平成7年の数値を暫定的に用いた   
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訂資料2】昭和58年を基準とした全国の地価とGI）P等の推移  
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資料  
脚覗：肌 晰鵡空托藍膳蔀甥妙寧窮収   

注1：傍訓薮甜耕地よ囁弼櫨博柳迫を100とし各軍暖焔経指謝ヒしたもの，   
2：窃GD円脚も昭卯年を100と鳩静昭鍼訂勤ヒしたも亀  
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【資料3】東京圏における新規発売マンション価格等  

年  5 9  6 0  6 1  6 2  昔．．．．．  刀ニ   2   3   4   5   6   7   

年収（万円）  594   l・   暮l   t！l   682   730   767   蔓；   875   854   854   

価格（万円）  2，562  2．683  2。758  3．579  4，753  5．411  6，且23  5。900  5，066  4．488  4．410  4，148   

年収倍率  4．3   4．2   4．2   5．4   7．0   7．4   8．0   7．且   5．る   5．3   5．2   4．8   

床面調（が）  61．1   62．8   65．0   65．2   68．0   67．9   65．6   6l．9   63。3   63．8   6色．6   66．7   

1l㌔  乙940  2，989  2，968  3，843  4，893  5，579  6．538  6，370  5，600  超，928  4．774  4，35昆  

換罪   4．9   4．7   4．5   5．8   7．2   7．6   ；   7．7   6．4   ；   5．6   さ   

（備考）  

1．マンシきンのデータは、㈱不動産店頭研究所の調査による首都圏撰京臥埼諷千葉県、青柳‖鼎新規粒脚扮猛マンションの平均値暦年   

値）より俄  

2．年収闇碓凋庁「肝油の京浜大都欄勤労者世帯の平均値1暦年価℡  

（参考）  

生活大国5か年冨甘画一地坪社会との共存をめざして－  く抄〉 平成名牢8月3¢田 悶絶決定  

欝Ⅱ娼 他覚社会と共存する生活大国のための施震  
第6茸 特色ある贋の高い生活空間の兵眉  

欝且鮨 塩生活の充実  

特に、大都市圏では地価が故放として高水準で申監助労音の瞳宅取得が国難となっている  
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【資料4】東京圏の新規発売マンションの平均床面積の推移  

（nlご）  

昭和58 59 60 61 62 63平成元2  3  4  5  6  7 （年）  

資料：（株）不動産経済研究所「全国マンション市場動向」による。  

E資料5】都心までの時間圏（東京駅～自宅）別新規マンション供給戸数の推移  

昭和59 60  61 62  63 平成元 2   3   4   5   6   7 （年）  

田15分圏 閻30分田 口45分圏 田60分国  

圃75分国 閻90分圏 圃90分超閻  

資料：㈱不動産経済研究所「全国マンション市場動向」より国土庁作成   
注：地下鉄，JR等を利用した自宅（マンション）から東京駅までの最短所  

要時間を算出し，15分～90分超圏のエリアごとに供給戸数を足し上げ  
たものである。   
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隠料6】土地取引等の動向  
売買による土地取引件数の推移  

（万件）  

． 

． 

； 

（年）   4l・42d344 454647484950515253 54 55565758 5960616263 元 2 3 4 5 6 7  

資料：法務省「民事・訟務・人権統計年報」による。   

注：1 地域区分は，次による。  

束京圏：埼玉県，千葉県，束京都，神奈川県  
大阪圏：大阪府，京都府，兵庫県  
名古屋圏：愛知県，三重県  

地方圏：上記以外の地域  
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（単位：％）である。  
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【資料7】国民・企業の土地に関する意識  

1。地価の動向に関する国民・企業の意識  

（1）国民  間1。 地価が下落又は横ばいになっていることへの評価  

平成7年度調査  

平成6年監調査  

1C用（％）  90   0   10   20   30  1川   50   60   70  80  

閏2。 中長期的な地価動向に対する希望  少し上昇する 如く上昇する  

平成7年度調査  

平成6年度調査  

0  10  20  30  40  50  60  70  80  90 1M く％）   

図3． 今後の地価動向に対する希望  

下落することが望ましい  現在の水準で推移する  上昇することが望ましい  

（2）企業  

平成7年度調査  

平成6年度調査  

0  10  20  30  川  50  60  70  80  90 100（％）   
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2．土地の資産としての有利性に対する国民の意責哉  

図4． 土地は、貯金や株式などに比べて有利な資産であるか  

そう思う  どちらとも言えない そうは思わない  

49．3   19．5   26．8   4．4  

●＼、  

平成7年度調査  

平成6年度調査  

0   10   20   30  40   50   60   70   80   90  100（％）  

1：国民については、平成8年1月に全国20歳以上の者3，000人を対象に、調査員による面接聴取の  

方法により実施したところであり、回収率は73．8％であった。（平成6年度調査も同様の方法によ   

り、平成6年12月に行ったものであり、回収率は75．9％であった）。一団土庁F土地問題に関す   

る国民の意識調査」   

2：企業については、平成8年1月に、札幌市、仙台市、東京都区臥名古屋市、京都市、大阪市、  

広島市及び福岡市に本社を置く、資本金1，000万円以上の企業9，000社を対象に、郵送発送・郵送  

回収の方法により実施したところであり、回収率は47。7％であった8（平成6年腰弱盗も同様の方  

法により、平成6年12月に行ったものであり、回収率は32。3％であった）。中国土庁「地価沈静  

化。下落期における企業行動調査」   
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